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原子力発電に関する要請書 

 
 

原子力発電は住民の安心安全確保が大前提であり、

立地地域の理解と信頼が不可欠である。 
立地地域は、原子力発電が有する供給安定性や経済

効率性を認識し、我が国の発展のために必要なエネル

ギーと信じて、国策である原子力政策に協力してきた。 
しかしながら、福島第一原子力発電所における原子

力災害の発生は、大前提である住民の安心安全を大き

く揺るがし、未だ収束しないこの現状は、被災地の復

旧・復興を妨げるとともに全国民に大きな不安を与え

続けている。 
また、災害時の情報発信のあり方やエネルギー政策

を巡る国の対応は、立地地域に大きな混乱をもたらし、

これまで堅固に築き上げてきた国との信頼関係すら損

なわせた。 
 従って、次の項目に関し、国が責任をもって取り組

、早期実現されるよう総会の総意に基づき要請する。 み
 
 
 
 
 

平成２３年８月４日 

 
 

全国原子力発電所所在市町村協議会 
会 長 敦賀市長 河 瀬 一 治  



  

 

 

重 点 項 目 

 

 

 

 

【原子力災害の早期収束と被災地の復旧・復興について】 

東日本大震災により多くの地域が甚大な被害を受けた。 

この震災に伴い発生した原子力災害の長期化は、被災地の 

復旧・復興の大きな障害となる。国・事業者は原子力災害を

一刻も早く収束させ、一日も早い復旧・復興に取り組むこと。 
 

 

 

 

【安全確保について】 

原子力は安心安全が大前提である。福島原子力発電所に 

おいて発生した未曾有の原子力災害により、立地地域及び 

国民の原子力への信頼は大きく揺らいでいる。国は今回の 

事故原因の徹底した検証を行って、全国の原子力発電所の 

安全対策に万全を期し、住民の安心安全を確保すること。 
 

 

 

 

【国民理解について】 

立地地域は、電力安定供給への貢献を誇りに持ち、国の 

一元的責任で推進する原子力政策に協力してきた。国策に 

協力する立地地域が負担を強いられるようなことがあれば、

国そのものが信頼を失うことになる。国は原子力発電所の 

抜本的な安全対策を講じ、国民の理解を得ること。 
 



 

 
 
 
 

具 体 的 事 項 

 

【原子力災害の早期収束と被災地の復旧・復興について】 

 

（１）原子力災害の収束 

①国は原子力災害を一刻も早く収束させるため、総力を挙げて取り組むこと。 

②国・事業者は原子力災害の現場で活動する従事者の安全確保に万全を期

すこと。 

 

（２）被災地の復旧・復興 

①国は一日も早い被災地の復旧・復興のため、迅速かつ全面的に支援する

こと。 

②国は被災者の生活再建のため、住宅・雇用・資金等の生活基盤の復旧に

必要な支援を強力に行うこと。 

③国は長期化する災害対応の実情を踏まえ、被災自治体及び被災者受け入

れ自治体への特別な財政支援等を行うこと。 

④国は原子力災害への補償について、被災地の意向を踏まえながら、責任

を持って迅速に行うこと。 

 

 

 

  



  

 

【安全確保について】 

 

（１）住民の安心安全確保 

①国・事業者は如何なる事態においても、原子力発電所の｢止める｣｢冷や

す｣｢閉じ込める｣の安全機能が発揮できるよう、万全の対策を講じること。 

②国・事業者は原子力災害に至った原因の徹底的な究明、正確かつ適正な

情報開示を行うこと。 

③国は福島原子力発電所事故の知見を踏まえた安全基準の抜本的な見直し

を行い、安全確保に万全を期すこと。 

④国は安心安全を確保する責務を確実に果たし、全国の原子力発電所の安

全性について、立地地域はもとより、国民が納得できる説明を行うこと。 

⑤国・事業者はプルサーマル・高経年化など、各発電所の特性を考慮した

安全対策を実施し、住民に分かりやすく説明すること。 

⑥国は原子力災害時の情報伝達を一元的に行うこと。 

⑦国は新しい安全評価について、早期にその体制を構築し、評価を実施す

るとともに、その結果を国民に公表し、理解を得ること。 

 

（２）原子力防災対策の抜本的な見直し 

①国はあらゆる複合災害においても防災体制が有効に機能するよう、防災

指針の抜本的な見直しを行うこと。 

②国は立地地域の意向を踏まえ、実効的かつ広域的な避難体制の構築を図

り、国の責任において避難施設の確保を行うこと。 

③国はオフサイトセンターの耐震性や非常用設備等の機能を充実させると

ともに、適切な地点に代替施設を確保し、緊急時における防災拠点機能

を強化すること。 

④国はＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの情報端末を立地市町村に配備

するとともに、ネットワークシステム全体の多重化を図り、緊急情報を

迅速かつ確実に提供できる体制を構築すること。 

⑤国は速やかに住民避難ができる避難道路、緊急時支援要員等が確実に発

電所にアクセスできる道路の多重化を図り、早期に整備すること。 

⑥国は環境放射能測定の範囲・機能を強化し、住民への情報提供体制を充

実させること。 



  

 

  

 

（３）安全規制体制の強化 

①国は原子力安全・保安院の分離・独立や原子力安全委員会等のあり方を

検討し、より実効的かつ国民から信頼されるよう、安全規制体制の全面

的な見直しを行うこと。 

②国は安全規制に携わる人材の増強と育成を行い、安全規制体制の強化を

図ること。 



  

 

 

【国民理解について】 

 

（１）原子力政策 

①国は電力安定供給への立地地域の貢献について、国民に広く広報を行い、

電力消費地における一層の理解促進を図ること。 

②国は原子力発電所の運転停止により、これまで国策に協力してきた立地

地域の経済・雇用に支障が生じることのないよう、交付金措置など全面

的な支援を行うこと。 

③国は今後の原子力を含めたエネルギー政策のあり方について、立地地域

及び国民全体での議論を踏まえ、明確な方針を示すこと。 

 

（２）風評被害の防止 

①国は原子力災害によって放出された放射性物質の影響について、適切に

調査・評価を行い、被災地はもとより国民、国際社会に対して正確な情

報を公表・広報し、安心安全の確保と風評被害の拡大防止を図ること。 

②国は農水産物の安全性について、その取扱基準の科学的根拠を分かりや

すく説明するとともに、測定結果や評価を速やかに公開し、国民の信頼

を得ること。 

③国は原子力災害の被災者や立地地域が如何なる不当な扱いも受けること

のないよう、放射線に関する知識の普及と国民への適切な情報発信を行

うこと。 

 

 

 

 



福島第一原子力発電所事故に関する特別要請 

 
 
 
＜住民の健康管理＞ 

今般の原子力災害においては、立地地域をはじめ多くの住民が被ばくした。 

国においても、住民の健康管理は重要課題とされているが、未だ、全域で内

部被ばく検査等は行われていない。 

国はこの問題を直視し、全住民を対象にした被ばく検査を期限を定めて、早

期に実施すること。 

また、被ばく検査にあたっては、過去に遡り被ばく量を正しく評価をすると

ともに、健康への影響を継続的に調査・説明すること。 

 

＜放射性物質の除去＞ 

放射性物質の除染について、その技術的な裏づけや除染物の管理方法が明確

に示されないまま、専門知識・装備を有していない自治体が対応を余儀なくさ

れようとしている。 

被災自治体が真に望むことは除染ではなく、放射性物質の完全な除去である。

国の責任において、放射性物質を早急に除去すること。 

 

＜作業員の安全確保＞ 

原子力災害の現場で従事する作業員は、その現場を熟知している唯一無二の

存在であり、災害の収束に必要不可欠な技術者である。 

 国は徹底的な被ばく低減対策を講じ、作業員の安全を確保すること。 

 

＜特別法の制定＞ 

東日本大震災において、現行法に基づく政府対応は迅速性を欠き、被災地支

援に大きな遅滞をもたらしている。 

国は如何なる有事においても、省庁の枠を超えて迅速に対応できる特別法を

制定すること。 
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